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要請に応える × コミットメント

前中期経営計画総括レビュー
前中期経営計画（2020年3月期～2022年3月期）における当社グループの経営成績は、世界的に拡大した新型コロナウイルス感染症（以下、
感染症）の影響を強く受けて、大変厳しい結果となりました。また、感染症の拡大は生活者の価値観や健康等に対する意識を変えるとともに、
テレワークの浸透やさまざまなサービスのオンライン化など消費行動や生活様式に大きな変化をもたらしました。こうした想定外の変化に対
する当社グループの対応力の弱さが露呈した結果、多くの課題を新しい中期経営計画へ持ち越すこととなりました。

2020/3 2021/3 2022/3 当初計画 

当社株主に帰属する 
当期純利益（億円） 35 70 46 120 

株主資本当期純利益
率（ROE） 1.6% 3.3% 2.1% 6.0% 

創出キャッシュ（億円）
（純利益*＋減価償却
費＋政策保有株式の
縮減）

278 108 144 3カ年 
700以上

政策保有株式の 
縮減（億円）
（2019年3月末簿価
ベース）

136 26 35 200 

1株当たり配当金（円） 60 40 50 ̶

*有価証券投資評価損益や無形固定資産の減損などの影響を除去した実質ベース

前中期経営計画数値レビュー

セグメント別実績  
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当初計画
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前中期経営計画の達成状況  

ワコール事業（海外）
・ 欧米は、過去最高の売上水準を更新した 
ほか、注力してきたECで高い成長を実現
・ 中国は、新興ブランドとの競争が激化

ワコール事業（国内）
・ 業績低迷を受けて、収益構造や 
チャネル構造などの課題が顕在化

国内外ともに力強い
成長軌道を示す

ピーチ・ジョン事業
・構造改革により、高収益体質へ転換

その他
・ 人員整理や工場閉鎖などの構造改革に 
着手したものの、感染症の影響により 
経営環境が悪化
・新中期経営計画に課題を持ち越し

不採算事業の 
将来性の検証と構造改革

環境
・ 温室効果ガス排出量の削減に向けた 
中長期的な目標を開示

社会
・ CSR調達活動は、海外主要会社の 
委託先工場リストまで開示

社会価値創造に向けた
取り組みの強化

基本方針 1 基本方針 2 基本方針 3

評
価

成
果
と
課
題

事業上の課題  

国内事業

硬直的な高コスト構造の解消、 
レジリエントな企業への転換

・  売上収益の動向に影響されやすい硬直的な高コスト構造の
解消

・  マーケティングの強化を通じた新規顧客の獲得

・  新しい顧客提供価値の開発、新規事業の創出

・ 国内子会社の経営の安定化。将来性の継続的な検証と、 
事業継続や見直しの判断

生産・供給体制

生産性向上に向けたグローバルベースでの 
供給体制の再整備

・  原材料や輸送費などの高騰の影響緩和に向けた生産・輸送
等におけるオペレーションの効率化

・ 感染症の拡大下における工場の操業の安定化への取り組み

・ 生産性のさらなる向上に向けたグローバルベースでの供給 
体制の再整備

海外事業

ECを中心とした成長継続と 
収益性のさらなる向上

・  米国EC市場の飽和や、ターゲット広告の規制などによる
「LIVELY」ブランドの成長鈍化への対応

・  インドやドイツなど、潜在的な市場規模が大きい新興エリアに
おける成長の実現

・  中国市場における、ブランド認知拡大によるECの再成長の 
実現、拡大する中間層の獲得に向けたブランド戦略の強化

サステナビリティ

社会課題の解決を成長機会とする 
共創イノベーションの推進

・ 複雑化・多様化する社会課題への取り組みを将来の「成長 
機会」として捉えるための共創イノベーションの推進

・ 深刻さが増している気候変動などの環境問題や人権問題への
対応強化

・ 変化対応力の強化に向けて、会社のあるべき姿や使命を明確
にして行動できる従業員の増加

 売上高　  営業利益（損失）


